
全国一律の時代から
制度間競争の時代へ
7月の総合規制改革会議の「中間とりまとめ」で規制改革特区構想が打ち出された。
規制改革特区ワーキンググループでその取りまとめにあたられた社団法人日本経済研究センター理事長・八代尚宏氏に、
構想の主旨、法制化に向けた課題についてうかがう。

八代尚宏氏 総合規制改革会議委員／社団法人日本経済研究センター理事長

がありましたか？

八代 この構想に関して、いろいろな方

と意見交換をしましたが、当初、「社会主

義国のようだ」とか「なぜ日本がいまさら

そのような手法をとらなければならない

のか」といった疑問を受けました。多少、

開き直った答え方をすれば、日本はサー

ビス産業分野では社会主義国的な面が

あり、「官製市場」の色彩が濃い面があ

る。だから構造改革を迫られているのだ

から、社会主義国の市場経済化と同じ

手段が有効な面もある、ということになり

ます。

より前向きな意味合

いを言えば、一国に

複数の制度を持ち

込み、連邦国家のよ

うな制度間競争を

生み出すということ

になります。

社会主義国や途上国

に限らず、連邦国家、典型

的にはアメリカは一

国複数制度なわけです。外交や防衛は

さすがに連邦政府の専権事項ですが、

その他、ありとあらゆる領域の制度を各

州の自治に任せています。家族法の根

幹に関わる婚姻についてさえ、離婚でき

る州もあれば、できない州もあります。そ

のような連邦国家では、常に地域ごとに

異なる制度がつくられ、制度間競争が起

きています。より良い制度を取り入れ、悪

い制度は廃される。そのようにして制度

を進化させていくわけです。

一方、中央集権型の国家である日本

はどうかというと、ともかく全国一

律で、という考え方が根強く

存在します。それを是とす

る方に意見をうかがいま

すと、「最善の制度を法

律にしているのだか

ら、他の制度をとれば、

当然悪くなるに決まって

いる」という考え方のよう

です。では、現行の

試行錯誤が必要な時代

── 7月23日に発表された政府の総

合規制改革会議「中間とりまとめ」では、

経済活性化のため重点的に推進すべ

き規制改革として五つのテーマが取り

上げられています。中でも規制改革特区

は、時代の閉塞感の中、脚光を浴びてい

ます。その取りまとめにあたられた八代

先生に特区のねらいについてうかがい

たいと思います。

八代 規制改革の議論は得てして「総

論賛成・各論反対」ということになりがち

です。個々の法改正には時間がかかり

ますし、ようやく改正に至っても、付帯条

件によって実質的に骨抜きにされること

もあります。特に労働市場など「社会的

規制」と呼ばれる分野では抵抗が激し

く、前例がない、結果が未知数だと、改

革を危ぶむ声が大きいわけです。

そこで全国一律で規制を緩和・撤廃

するのではなく、いわば「社会的実験」と

して、特定の地域だけ、特定の規制を緩

和・免除してみようというのが総合規制

改革会議の規制改革特区構想です。経

済財政諮問会議も「構造改革特区」とい

う名称で同様の構想を示されています。

── 特区構想に対してどのような反応

10 法律文化 2002 December



自治体主権による特区実験が
日本を変える。

制度が本当に普遍的に最善なものなの

か、それをどのようにして証明できるのか

という議論になりますと、「立法において

人知を尽くしている」という精神論が出

てくるわけです。

実施してみなければ、優劣がつかな

い場合もあるわけで、私は地域を限って

実験的に制度を導入することも必要だ

と思います。しかし、反対の立場の方は、

とりわけ福祉や医療といった分野の改

革の議論に「実験」という言葉が出てく

ることに強い拒否反応を示されます。

考えてみれば、制度を大転換する時、

社会的実験を経ず、いきなり全国一律に

導入する方が乱暴なわけです。例えば

2000年度に導入された公的介護保険

は、従来の公的福祉の大転換で、施行

後、現場ではさまざまな混乱が生じまし

た。これがアメリカであれば、特定の地

域か州に限って制度を取り入れてみて、

その結果を検証した上で全国レベルで

適用していたでしょう。

── 欧米にキャッチアップする時代は、

欧米の制度を輸入すればよく、国内での

試行錯誤が不要だったという面があっ

たということでしょうか？

八代 つまり、外国の制度をマネてさえ

いればいい段階は過ぎ去ったということ

です。今後、試行錯誤的にいろいろな制

度をつくっていかなければならない時代

においては、まず特定の地域で実験して

みる特区の手法が適しています。

ただし特区で注意が必要なのは、そ

の試行性の面が強調されるあまり、実験

の成果が分かるまで全国的な規制改革

をストップすることの理由付けに用いら

れることです。特区は「実験」であると同

時に「先行」です。本来、全国で導入す

べき改革を「先行」して特定の地域でや

る。つまりスピードの差に過ぎないという

理解が必要です。

── 経済的な面における特別区の意

義は？

八代 もちろん規制改革の効果によっ

て地域振興にも寄与しますが、われわれ

総合規制改革会議としては、それは二

次的な効果で、何より規制改革の効果を

知らしめ、それを全国に適用することに

プライオリティを置いています。規制改革

を全国ベースで実施した場合、経済社

会の変化など他の要素が混入しますか

ら、その効果は見えにくいわけです。そ

の点、特区だけで改革を実施すれば、他

の地区との比較によって効果が明瞭に

なります。例えば顧客や企業、住民のシ

フトというかたちで効果が現れる。それ

によって規制改革の効果を明示しようと

いうのが大きな狙いです。

また、経済効果ということでは、GDPが

増える、雇用が増えるのも重要な効果で

すが、経済学用語でいう「消費者余剰」、

たとえ値段が変わらなくても、満足度が

高まるという効果があります。多様なサー

ビスが供給されることによって、人々がよ

り満足する。選択肢が増えれば、需要が

増え、競争が活発になり、経済活性化に

つながる。特区はそのように多能な経済

的効果が期待できる制度です。

過去の類似制度との相違点

── これまでも新しい制度を地域を限

定して取り入れる試みがあったと思いま

すが、それらとの相違点をうかがいたい

と思います。

八代 1992年の第3次行革審答申を受

けて地方分権特例制度が閣議決定され

ました。それがこの種のものでは初の試

みでしたが、自治体に自由な条例制定

権を保証するものではありませんでした。

その後、モデル事業やパイロット事業な

どがありましたが、基本的には国が地域

を選定して実施する地域振興策の域を

出ないものでした。

それらと比較した場合、今回の特区の

特徴としてあげられることは、第一に、自

治体の自主的なイニシアチブに委ねると

いうことです。その際、規制の担当省庁

ではなく、総理直轄の内閣府に対して特

定の規制の免除を申請するかたちを考

えていますが、これは新しい事業が立ち

上がる時のスピードアップという効果も期

待してのことです。また、複数の省庁に

またがる規制を改革できるという利点も

あります。

第二に、従来の国が主導するモデル

事業は地方に無理なことをお願いする

かたちになりますから、補助金を付けた

り、税制上の優遇をするといった財政措

置とセットでしたが、特区の場合、そうい

う国の支援は基本的にはありません。あ

くまで規制改革によって、企業を誘致し

たり、新規事業が立ち上げたり、地域経

済が活性化するというかたちでの受益

になります。

これに対して政治家の一部からは

「規制緩和だけでやるというのは学者の

理論だ。補助金、税制優遇がなければ

駄目だ」という意見も聞こえてきます。た

だ、税制優遇や補助金を付ければ、財政

的な限界がありますから、うまくいった時、

それを全国への波及させることが難し

くなります。また、そういう制度を持ち込

むと、経済学でいうレント・シーキング※が

起きます。補助金には予算の限りがあり

ますから、手を挙げた自治体のうちから

実施主体を選別することになり、そこに

政治家が暗躍する余地が生じます。

第三に、地方の責任に基づいて行う

ことが重要な相違点です。仮に住民が

行政訴訟を起こすのであれば、規制を

所管する官庁ではなく、自治体の首長

が対象ということです。
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※ レント・シーキング［rent-seeking］：rent（地代）＝経済の総生産量の増加と結び
付かない活動から生じる超過利潤。言いかえると、レントとは、資源の所有者が得る
機会費用を上回る収益のこと。レント・シーキングとは、競争を制約し、独占的な状態
をつくり出すことによって超過利潤を得ることができるため、レントの分配を求めて、
政府に何らかの規制を設けさせようとする行動を指す。



価されましたが、国の財政が危機に瀕し

ていることもあり、そういう時代は終わり

つつあります。それどころかおかしな首

長を選んでいると、その自治体は大変な

事態に追い込まれるでしょう。NPOや民

間企業といった大きな組織をきちんと運

営できる能力を持つ人が選ばれるように

なり、そういう方が、その地域をどのよう

に活性化するか、ビジネスの観点から考

察して、地域の生活を豊かにすることが

求められる時代だということです。

一国複数制度の国家であるアメリカ

には、昔から「足による投票」という概念

があります。つまり選挙を通じた意思表示

の他、その町の制度が気に入らなけれ

ば、住みやすい町に移るという選択がで

きるということです。日本も特区によって、

努力する自治体に住民も企業も集まり、

そこが栄えるようになれば、自治体間の

競争が活発になるでしょう。それによっ

て、より健全な民主主義が育つことへ貢

献すると思います。

── 首長のリーダーシップが重要とい

うことですね。

八代 特区について、全国でできないこ

とが、地方でできるはずがないという悲

観論がありますが、私はむしろそれは反

対だと思います。全国ベースでやると、

圧力団体のトップがOKと言わなければ

通らないわけです。しかし、今や圧力団

体も一枚岩ではありません。内部に多様

な意見を抱えています。圧力団体の本

部がNOと言っても、その地方支部は

YESと言う可能性もあります。その際、首

長のリーダーシップが重要です。総合的

な力ということでは自治体の首長の方が

国の大臣より強い権限を持っているわけ

で、調整能力も強いはずです。地方の首

長に汗をかいていただき、利害を調整し

ていただきたい。そして既得権によって

硬直化した状況の突破口を開いていた

だきたいと思います。

── 国民、住民に与える影響につい

てはいかがお考えですか？

八代 実は民間は、これまで何かにつ

けて政府に依存し、規制を求めてきた面

があるわけです。そういう意識が地域か

ら変わっていくでしょう。これまで地方自

体が独自なことをする余地は極めて限

られていましたが、特区を活用してより

有効な独自性を出していただきたい。中

央集権的な日本では、横並びの状態が

まともで、他と違うというのは何か悪いこ

とだというイメージがあったと思います

が、特区を一つの契機にして意識変革

が起こり、独自性をより重視する社会に

向かうことを期待したいと思います。

また、今までは地域のことに関心があ

るのはもっぱら自営業の人でした。勢い

地主や商店主の意向で地域行政が行

われていましたが、サラリーマンも地域

の活動に入って地域づくりに参画してい

く動きも生じるのではないでしょうか。

── 中央に代わって地方の公務員が

机上のプランをつくってはいけないわけ

で、地元のニーズを適切に反映するに

は、民間企業や住民の参画が求められ

ますね。

八代 住民からもニーズを吸い上げ、ア

イディアをもらうことになるでしょう。市町

村も、都道府県や国の方にばかりに目を

向けるのではなく、住民のニーズを吸い

上げて、それをいかにコストのかからな

いかたちで提供するかが重要になって

きます。

「白い猫でも黒い猫でも」

── 規制改革特区を実現するための

法的な仕組みの在り方についておうか

がいします。

八代 民間の提案を最大限に活用し

── 特区の推進母体として内閣官房

に置かれた構造改革特区推進室が、特

区に関して地方公共団体などに提案を

求め、8月30日に締め切りになりました。

準備期間はそれほど長くはありませんで

したが、全国から426件の提案があった

そうです。この反響をどのようにご覧に

なっていますか？

八代 これまで粘り強く各省に規制改

革を訴えたり、厳しい規制の中、隙間を

縫って新たな事業を構想したり、実行に

移している自治体が、全国にいくつもあ

るわけです。そういう自治体は、この特区

を機に一気にブレークスルーするでしょ

う。逆にこれまで萎縮していた自治体

は、籠の中の鳥のようなもので、扉が開

いても、外に飛び出そうとしないかもしれ

ません。規制改革は押し付けであっては

なりません。特区は意欲ある自治体の支

援をねらうものです。

首長のリーダーシップ

── 主体となる自治体に与える影響

は？

八代 社会的実験であると同時に、地

方分権の起爆剤としても期待されるわけ

ですが、私はさらに自治体の選挙も変え

る効果があるとみています。つまり、求め

られる首長や政治家が異なってくるとい

うことです。

1980年代、アメリカの州知事や政治家

が盛んに来日して、日本企業を地元に

誘致する運動を展開していました。それ

と同じように、自治体の首長や議員に

は、特区をつくって、これだけ便利にした

のだから、ぜひ来て欲しいという、トップ

セールスマンの役割が求められるという

ことです。

これまで首長や政治家はいかに国か

ら予算を引っ張ってくるかという点で評
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て、自治体が自発的に立案して、それに

基づいて必要な特別措置を定めること

ができる制度設計にするということです。

── 除外する規制の領域もあるわけ

ですね。

八代 総合規制改革会議の2002年度

中間答申では、まず外交・防衛など国の

主権や条約に関するものは適用除外に

しました。これは当然として、議論になっ

たのは刑法についてです。刑法をすべ

て外すと、賭博罪も含まれますから、カジ

ノもできないことになります。いずれ検討

するにしても、カジノ特区から始めること

もないという判断で、当初は刑法はすべ

て外そうということになりました。

もう一つは外部効果です。つまり特区

をつくることによって、他の自治体に直

接的なマイナスの影響を与えることは除

外しようということです。具体的には汚染

物質による被害といったことです。ただ

し、特区によって当該自治体が活性化

し、それによって隣接自治体の商業地

の売上が減少したといったマイナスの影

響は含みません。また、代替措置を講じ

れば可能ということもあります。これは規

制を撤廃、あるいは緩和すると弊害があ

ると予想される時、その弊害を除去する

ことができるように他の規制を強化する

という考え方です。

以上のような原則に基づいて特例措

置を講じる規制を幅広く列挙する。自治

体はその中から選択して、申請する。そ

れを国が認可するという仕組みです。検

討対象となる規制を列挙した「別表」を

用意することになりますが、われわれは、

できる限り緩やかなネガティブリストのか

たちを考えています。範囲は固定せず、

自治体などからの提案によってどんどん

拡大していきたいということです。

── 各省庁にはどのようなスタンスを

望まれますか？

八代 厚生労働省は、医療や福祉等国

民の生命や身体・健康に関するサービ

スに係る規制については、特区制度の

適用対象外とすべき、という意見を出し

ています。

特定の地域だけ、他より危険な目に

遭ってはならないというのは当然です。し

かし繰り返しますが、医療・福祉関係の

規制はすべて排除すべきという主張は

現行法が最善であるという前提があって

初めて成り立つ考え方だということです。

新薬の認可で言えば、有害性と有益性

がトレードオフの関係にありますが、現に

十分な監視体制の下で治験という人体実

験が行われているわけです。生命や身体

に関わる重要な規制であればこそベスト

プラクティスを求めるための実験が必要

であることをぜひご理解いただきたい。

規制改革が押し付けであってはなら

ないように、規制も押し付けであっては

なりません。国民のため、としながら、規

制を押し付けているところはないか、こ

の機会にぜひ自照していただきたいと

思います。

また、現在の日本の閉塞状況を変え

るには、ドラスティックな方法が必要です。

中国で改革・開放路線を進めた�小平

の「白い猫でも黒い猫でもねずみを捕る

のが良い猫だ」という言葉があります。

つまり、中国人民にとって良いものであ

れば、計画経済だろうが、市場経済であ

ろうが、良い制度だということです。事

実、中国はその路線に沿って爆発的な

経済成長を果たしました。今の日本に求

められるのは、そういう大胆な思想であ

るはずです。
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